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統計表を見る方のために

1

2    統計表の収録一覧

人

員

支

払

金

額

3 - 1 総     括

(1) 課税状況 所得種類別等 ○ 全 数 調 査
(2) 源泉所得税額の累年比較 〃 ○ 〃

(3) 源泉徴収義務者数の累年比較 〃 ○ 〃

3 - 2 源泉所得税の種類別課税状況

(1) 利子所得等の課税状況 課税・非課税別 ○ ○ 標 本 調 査
(2) 配当所得の課税状況 〃 ○ ○ ○ 〃

(3) 上場株式等の譲渡所得等の課税状況 〃 ○ ○ 〃

(4) 給与所得、退職所得の課税状況 所 得 種 類 別 ○ ○ ○ ○ ○ 〃

(5) 報酬・料金等所得の課税状況 該 当 条 文 別 ○ ○ ○ 〃

(6) 非居住者等所得の課税状況 課税・非課税別 ○ ○ ○ 〃

(7) 源泉徴収税額の所得種類別構成図 所得種類別等 ○ 〃

(8) 源泉徴収税額の推移図 〃 ○ 〃

3 - 3 税務署別課税状況 所得種類別等 ○ 全 数 調 査

3 - 4 課税状況の累年比較

(1) 利子所得等 所得種類別等 ○ ○ 全 数 調 査
(2) 配当所得 〃 ○ ○ 〃

(3) 上場株式等の譲渡所得等 〃 ○ ○ 〃

(4) 給与所得 〃 ○ ○ 〃

(5) 報酬・料金等所得 〃 ○ ○ 〃

(6) 退職所得と非居住者等所得 〃 ○ ○ 〃

3 - 5 源泉徴収義務者数の状況

(1) 税務署別状況 所得種類別等 ○ 全 数 調 査

(2) 給与所得の支給人員階級別徴収義務者数 支給人員階級別 ○ 〃

3 - 6 民間給与実態統計調査結果(抜粋)

(1) 給与階級別給与所得者数及び給与総額等 ○ ○ ○ 標 本 調 査
(2) 平均給与（北陸3県） ○ ○ 〃
(3) 企業規模別、業種別、事業所規模別給与所
得者数及び平均給与額 ○ ○ 〃

課税状況は全数調査若しくは標本調査により調査、集計したものであり、巨視的な角度から源泉所得税の

課税の全容を捉えたものである。
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民間給与実態統計調査は、給与所得者（民間企業に属する者に限る。）の規模別、業種別、給与階級別等

に人員、給与、税額を明らかにしたものである。この調査は、標本調査の方法で調査、集計したものであるた

め、前半の課税状況の関連数値とは一致しない。

   この章は、平成15年分の源泉所得税の課税状況及び民間給与実態統計調査結果（抜粋）から成っている。
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3   源泉徴収税率

所 得 種 類

利 子 所 得

給 与 所 得

「退職所得の受給に関する申告書」を提出した場合

10%

20%

１万円

５万円

12万円

（５千円×計算
期間の日数）

（賞金額の20％
＋60万円）

20万円超

（注1）　　源泉分離（選択）課税制度は、平成15年3月31日をもって廃止されている。
（注2）　　内国法人が国内において支払いを受ける芸能人の役務の提供に関する報酬又は料金に対する源泉徴収制度は、平成 15年
　 　　　3月31日をもって廃止されている。

弁護士、税理士等（同条同項第2号）

職業野球選手、騎手等（同条同項第４号）

契約金（同条同項第7号）

芸能等についての出演、演出等（同条同項第5号）

15%

（「退職所得の源泉徴収税額速算表」に定める額」）

総合課税

（略）

15%

10%

上限なし

制度廃止 （注1）

総合課税

20%

平成15年4月～12月

　100万円超の部分

 特定口座内保管上場株式等の譲渡所得等

20%

1銘柄当たり1回5万円（年1回10万円）以下

1銘柄当たり1回25万円
（年1回50万円）未満かつ
発行済株式総数の5%未満

制度廃止 （注1）

源泉分離課税

退 職 所 得

月中の支払金額につき  

1回の支払金額につき  

１回に支払われる賞金品の額につき　50万円

「給与所得の源泉徴収税額表」に定める額

「退職所得の受給に関する申告書」を提出しなかった場合 20%

　100万円までの部分

税 率

職業拳闘家（同条同項第4号）

外交員、集金人、電力量計の検針人（同条同項第4号）

税 率

報酬・料金等
所 得

原稿料等（所得税法第204条第1項第１号）

―

控 除 額

〃 

月分の支払金額につき  

内 容

1回の支払金額

源泉分離課税

（公的年金等の支給額） - （控除額）

10%

診療報酬（同条同項第3号）

生命保険契約等に基づく年金（所得税法第207条）（支払
年金額－支払年金額に対応する保険料又は掛金の額）が
年額25万円超の場合

芸能法人（所得税法第174条第10号） （注2）

―

1回の支払賞金額につき競馬の馬主が受ける賞金（同条同項第8号、174条）

広告宣伝の賞金（同条同項第8号）

バー・キャバレーのホステス等（同条同項第6号）

35％源泉分離選択課税

公募証券投資信託の収益の分配
特定投資法人の投資口の配当等

源泉徴収税額

1銘柄当たり1回5万円
（年1回10万円）以下

1銘柄当たり1回25万円
（年1回50万円）未満かつ
発行済株式総数の5%未満

確定申告不要制度

35％源泉分離選択課税

源泉徴収税額

確定申告不要制度

上場株式の配当等（個人の大口株主）
未上場株式等の配当等

平成15年1月～3月

公的年金等（所得税法第203条の2）

上場株式の配当等（個人の大口株主を除く）配 当 所 得

確定申告不要制度

司法書士、土地家屋調査士、海事代理士
（同条同項第2号） 1回の支払金額につき  

対象外

7%

源泉徴収税額
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4  民間給与実態統計調査の概要

（1）

（2）

（3）

（4）

①

②

（5）

全 体 と し て の
事業所の抽出率

事業所における給与
所 得 者 の 抽 出 率

全体としての給与
所得者の抽出率

① ② ①×②
人

第 １ 層 1～ 9 1/400 1/1 1/400

2 10～ 29 1/200 1/2 1/400

3 30～ 99 1/60 1/5 1/300

4 100～ 499 1/15 1/20 1/300

5 500～ 999 1/3 1/50 1/150

6 1,000～ 4,999 1/1 1/100 1/100

7 1/1 1/200 1/200

8 1/1 1/10 1/10

（注） 「本社」とは、従事員500人未満で資本金10億円以上の株式会社の本社をいう。

所 

   この調査は、国税庁において毎年実施しているもので、統計法第2条に基づく指定統計（第77号）である。

   第1段抽出

   事業所を、事業所の従事員数によって層別し、それぞれの抽出率で標本事業所を抽出した。

   第2段抽出

調査の対象は、平成15年12月31日現在の給与所得者（所得税の納税の有無を問わない。）であるが、次のもの

は除外してある。

この調査は、民間企業における年間の給与の実態を、給与階級別、企業規模別、事業所規模別等に明らかに

し、併せて租税収入の見積り、租税負担の検討及び税務行政運営等の基本資料とすることを目的としている。

①日雇労働者、②公務員、③公団・公庫職員等、④すべての従事員が源泉所得税の納付税額がない事業所の

従事員

なお、第1段抽出は、国税庁長官官房企画課で行い、抽出された標本事業所には、国税局総務部企画課か

ら調査票を送付した。

標本事業所の給与台帳を基にして、一定の抽出率により標本給与所得者を抽出した。ただし、標本事業所に

おいて、年間給与額が2,000万円を超える者は、全数を抽出した。

調査の方法は、調査方式によっており、標本の抽出は、標本事業所の抽出及び標本給与所得者の抽出の2段階

からなっている。

層 別

   事業所の従業員数による層別、抽出率等は、次のとおりである。

   なお、第2段抽出は、標本事業所が行った。

事業所の従事員
数 等 の 区 分

標本事業所数

222

77

84

102

5,000人以上

この調査結果の全国計数の詳細については、「平成15年分税務統計から見た民間給与の実態」

（平成16年 9月国税庁企画課刊行）を参照されたい。

645

34

47

4

75

合 計

本           社
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